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 ■コメント： 

日本鉱業協会会員企業が利用している、租税特別措置法に規定する準備金に関して質問いたしま

す。 

１．金属鉱業等鉱害防止準備金について 

本準備金は、金属鉱業等鉱害対策特別措置法（第７条）で施設の使用中に事業終了後の鉱害防止

費用の積み立てが義務付けられ、租税特別措置法（５５条の５、６８条の１６）で当期積立金の

損金算入が認められている 

積立対象となる鉱害防止事業項目は、 

・坑道の坑口の閉そく事業 

・捨石又は鉱さいの集積場の覆土、植栽等の事業 

・坑水の処理施設の設置及びその施設の維持管理の事業 

 の３項目で構成される。 

 

質問① 

金属鉱業等鉱害防止準備金は、資産除去債務の対象となるか？ 

会計基準案では、本積立金の対象事業のような事業終了後の原状回復に関わる債務の扱いにつ

いて明瞭に規定されていない。 

質問② 

仮に、資産除去債務の対象となった場合、適用指針の第８項「特別の法令等により除去に係る

費用を適切に計上する方法がある場合」に該当するか？ 

 

２．特定災害防止準備金について 

 本準備金は、採石法（第３３条の１７）により事業終了後の災害防止措置が義務付けられ、租

税特別措置法（第５５条の６）により、当期積立金の損金算入が認められている。 

質問③ 特定災害防止準備金は、資産除去債務の対象となるか？ 

質問④ 仮に、資産除去債務の対象となった場合、適用指針の第８項「特別の法令等により除

去に係る費用を適切に計上する方法がある場合」に該当するか？ 

以上 


